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１．はじめに 

ダクタイル鋳鉄管は，機械式継手を持つ管体であり代表的

な継ぎ手形式として，図 1, 2 に示すように旧型と新型がある．

旧型は，Fig.1 に示すようにゴム輪の面圧により止水性を確保

しているが引抜抵抗はそれほど期待できない．一方，新型は

地盤変動時に順応する大きな伸縮性と可とう性を備えた耐震

継手で、管挿し口がスライドし、ロックリングと挿し口突部

が引掛かることにより離脱防止力が発揮される構造になって

いる．  

近年の耐震補強対策として、既往の旧型から離脱防止付継

手管路（新型）への更新という形で耐震化対策が進められて

いる。そして、現在までのところこの離脱防止付継手管路の

被害実績がないことから、実務者の間ではその耐震性能に対

して多大の期待がなされている。しかし、性能規定型耐震設

計を実現するためには、離脱防止付継手の破壊メカニズムを

明確化してその終局限界水準を把握し、採用する耐震補強対

策によりどのような耐震性能を確保できるようになるのか定

量的に把握することが不可欠である。 

そこで本研究では，耐震継手を有するダクタイル鋳鉄管を

対象として，地震時地盤変位に対する耐震性能を検討する．  

 
 
 
 
 

（旧型） 

 
 
 
 
 
 

（新型） 

Fig.1 ダクタイル鋳鉄管 

 

２．理論解析 

 解析対象とする埋設パイプラインは、Table 1 に示す表層地

盤内に埋設されているとし、配水管路の代表管径として

150mm の機械継手水道管路の耐震安全性を応答変位法に従

って検討する。 

(1)限界等価管ひずみ 

解析の都合上、継手管路を連続管として取り扱うため、抜 

キーワード 離脱防止付継手管路 連結管体数 鋳鉄管 
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Table 1 パイプラインの解析条件 

 

 
 
 
 
 
出し限界変位に対応する限界等価ひずみを持つ一様な管体と

してモデル化する．すなわち，限界等価管ひずみを次式で定

義する． 

d
U l

joint∆
=ε                             (1) 

ここで， djo l,int∆ はそれぞれ継手限界変位，単管長である． 

 

(2)地盤変形に追随する離脱防止付継手の軸方向変形挙動 

 いま，地盤ひずみが波長 Lの正弦波として管路に作用する場合

を考える．Fig.2 は正弦波の地盤ひずみが作用したときの管軸方

向に沿って発生する仮想連続管のひずみ分布である． 

 同図において，限界等価管ひずみが地盤ひずみより大きい場

合は仮想連続管は地盤ひずみにほぼ等しいひずみを生じること

から，各継手ごとに地盤変位に相当する継手変位を生じることに

なる．一方，もし，限界等価管ひずみが地盤ひずみより小さい場

合は， Fig.2に示すようにBC区間の仮想連続管の最大ひずみは

eU となり，それ以上の地盤変位に追随できなくなる．実際には，地

盤変位が継手伸び性能を超える時，両者の変位差は隣接する継

手が追加的に伸びることで補償される．継手が追加的に伸びる必

要がある区間は，Fig.2 の地盤ひずみ（AC）区間と仮想連続管

（BC）区間の相対変位（影線 ABC 部分）を解消できる区間でなけ

ればならない．その追加継手区間は Fig.2 の CE 区間である．しか

し、CE 区間の継手は周辺土に拘束され伸び変形は必ずしも容易

ではない． 
 
 
 
 
 
 
 

Fig.2 地盤ひずみとパイプひずみ 

 

(3)複数継手の一体的挙動区間長 

継手管が地盤震動に対して実効的にどの程度一体的に挙動

するかは，それぞれの継手の変形のし易さに依存し，地盤変
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位に追随する管路群と追随できず管と地盤間ですべりを発生

する部分が混在することになると推察される． 

この複数継手管の一体的挙動の程度を表現するために，連結

度係数ρを導入して実効区間長 effl を次式で定義する． 

( )ddeff llll −+≡ ρ                          (2) 

ここで，ldは単管長． 

 実効区間長を用いると，四分の一波長における地盤・継手

管路相対変位∆は継手変位とすべりにより吸収されることか

ら，次式の関係を得る． 

         ( ) heffGeff Uql 01 αε −+=∆                   (3) 

ここで， effhG qU ,,, 0αε はそれぞれ地盤最大ひずみ，地盤変

位、ひずみ変換係数、実効区間長のすべり係数． 

 実効区間長を単管長で除すことで，一体的に運動する継手

個数が次式で算定できることになる． 
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ここで，nを連結管体数と呼ぶことにする．  

 一般に，CIP 継手の引抜抵抗力は隣接継手に伝達されない

ことから，その連結度係数ρ=0 となる．DCIP(旧型)の引抜抵

抗力も DCIP(新型)の引抜抵抗力に比較すると格段に小さい．

したがって，その連結度係数はρ=0.01 に設定する．一方，

DCIP(新型) については，連結管体が一体的に挙動して地盤管

路間の相対変位を吸収できる継手個数から式(4)よりその連

結度係数が推定できる． 

 

(4)連結継手個数の推定 

 個々の継手は不規則な変位吸収能力 R∆ （Fig.1 の変位量∆R）

を持っているが，その範囲は int0 joR ∆≤∆≤ となる．したが

って，∆R の確率分布は定義域が上下限を持つ Beta 分布を採

用する．先ず、四分の一波長内の継手群に作用する地盤変位

を次式で算定する． 

GeffeffG lu ε⋅=∆ ,                               (5) 

 第 i 番目の継手の変位吸収能力を iR,∆ とし，作用する地盤

変位を iS ,∆ とすると，その変位は次式で与えられる． 

   1,1,, −− ∆−∆=∆ iRiSiS                           (6) 

   effGS u ,1, ∆=∆  

 第 i 番目迄の全継手で地盤管体間相対変位を吸収できる場

合分けは以下の決定樹で分類できる．したがって，期待連結

個数は次式で算定できる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.3 連結挙動継手数の分類用決定樹 
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 各継手の変位吸収能力∆Rが継手限界変位を上限値，下限値

ゼロのランダム変数であることから，Fig.4 に示すさまざまの

Beta 分布（p, q は Beta 分布の形状パラメータ）に対するモン

テカルロシミュレーションを行うことで，継手個数の平均値

を算定した結果を得る．それを Fig.5 に示す． 

 Fig.5 によると，初期相対変位が小さい（継手が抜けやすい

状態，p/q が小さい）範囲では継手個数 nの期待値は約 2 個で

あり、逆に初期相対変位が大きい（継手が抜けにくい状態、

p/q が大きい）範囲では継手個数期待値が 1 個程度に変化する

ことがわかる. nが算定できると連結度係数は式(4)より逆算

でき、結果的に実効区間長も式(2)から算定できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.4 継手初期相対変位の Beta 分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig.5 初期継手変位分布に対する連結継手個数の期待値 

 

３．結論 
 離脱防止付ダクタイル鋳鉄管（新型）の耐震性能を理論的

に検討する手法を展開した．地盤・管間の相対変位を吸収す

るために，複数継手管が一体的に挙動する個数，作用区間の

算定式を誘導した． 
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